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（役員の兼務状況） 

（平成27年5月27日現在） 

役職 氏名 
親会社等又はそのグループ 

企業での役職 
就任理由 

取締役 兼 

代表執行役社長 
牧山 浩三 

Ｊ．フロント リテイリング株式会社

取締役 

グループの経営体制及び

グループ各社間連携の強

化のため 

取締役（非常勤） 小林 泰行 

Ｊ．フロント リテイリング株式会社

取締役 兼 常務執行役員 関連事業統

括部長 

経営及び小売事業につい

ての豊富な経験、実績、見

識に基づく有益な助言を

期待したため 

取締役（非常勤） 藤野 晴由 

Ｊ．フロント リテイリング株式会社

取締役 兼 常務執行役員 経営戦略統

括部長 

経営及び小売事業につい

ての豊富な経験、実績、見

識に基づく有益な助言を

期待したため 

（注）当社の取締役８名のうち、親会社との兼任役員は当該３名であります。 

 

②親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社は、Ｊ．フロント リテイリング株式会社がその議決権総数の 65.00％を保有する同社の

連結子会社であります。当社とＪ．フロント リテイリング株式会社とは、資本業務提携契約を

締結しており、同契約の目的においては、当社の企業価値創造の源泉が、当社の経営における

自主性とこれに裏付けられた当社の役員及び従業員の自主性及び創造性にあるとし、当社の経

営における自主性を尊重するものとされております。また、当社は、透明性の高いコーポレー

ト・ガバナンス体制の構築を目的として組織形態を指名委員会等設置会社とし、経営に対する

客観性を担保すべく取締役会構成員の半数以上を独立役員（社外取締役）としております。以

上により、当社の経営は一定の自主性を確保していると認識しております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

   記載すべき重要な事項はありません。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

当社は、２．②に記載のとおり、組織形態を指名委員会等設置会社とし、経営に対する客観

性を担保すべく取締役会構成員の半数以上を独立役員（社外取締役）としております。以上に

より、当社の経営は一定の自主性を確保しており、支配株主との取引等においても公正かつ適

正な手続きを経て決定いたします。 

以 上 


